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平成１８年３月期 第３四半期財務・業績の概況（連結） 
平成18年1月30日 

上場会社名 エイチ・エス証券株式会社 上場取引所 大阪証券取引所（ヘラクレス市場） 

コード番号 ８６９９ 本社所在都道府県 東京都 

（URL http://www.hs-sec.co.jp ） 

代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏名 澤田 秀雄 

問合せ先責任者 役職名 執行役員財務部長 氏名 矢板 賢 TEL (03)4560－0200 

1. 四半期業績の概況の作成等に係る事項 

① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 無 

② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 無 

③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 有 連結（新規）1社、持分法（新規）1社 

詳細は添付資料の2,10,11ページをご参照ください。 

2. 平成18年３月期第３四半期の業績の概況（平成17年４月１日～平成17年12月31日） 

(1) 経営成績（連結）の進捗状況 (注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

営 業 収 益 純 営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

18年3月期第3四半期 17,672 150.1 16,089 170.4 2,796 22.0 3,917 79.2 

17年3月期第3四半期 7,065 ― 5,950 ― 2,292 ― 2,186 ― 

（参考）１７年３月期 9,774 8,271 3,100 3,074 

四半期（当期）純利益 １ 株 当 た り 
四半期（当期）純利益 

潜 在 株 式 調 整 後 
１ 株 当 た り 四 半 期 
（ 当 期 ） 純 利 益 

株 主 資 本 四 半 期 
（ 当 期 ） 純 利 益 率 

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ 

18年3月期第3四半期 2,515 19.4 66 51 66 42 11.4 

17年3月期第3四半期 2,105 ― 65 93 ― ― ― 

（参考）１７年３月期 3,045 91 52 91 5 32.1 
(注)①持分法投資損益 当第３四半期 887百万円 前年第３四半期 △1百万円 17年３月期 36百万円 

②期中平均株式数（連結） 当第３四半期 37,816,113株 前年第３四半期 31,943,136株 17年３月期 33,276,708株 

③営業収益、純営業収益、営業利益、経常利益及び四半期（当期）純利益におけるパーセント表示は対前年四半期増減率であ 

ります。 

(2) 財政状態（連結）の変動状況 

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本 

百万円 百万円 ％ 円 銭 

18年3月期第3四半期 161,698 28,081 17.4 685 74 

17年3月期第3四半期 74,262 15,319 20.6 410 15 

（参考）１７年３月期 89,284 16,217 18.2 434 19 

(注) 期末発行済株式数（連結） 当第３四半期 40,951,325株 前年第３四半期 37,351,520株 17年３月期 37,351,450株 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

百万円 百万円 百万円 百万円 

18年3月期第3四半期 6,860 △6,046 9,744 16,778 

17年3月期第3四半期 △4,469 △5 8,615 7,346 

（参考）１７年３月期 △4,978 △149 8,084 6,040 

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数10社 持分法適用関連会社数5社 

3. 平成18年３月期の連結業績予想（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 
当社グループの主たる事業である証券業は、市場環境の変動の影響を大きく受ける状況にあり、業績予想を合 

理的に行うことが困難であることから、開示は行っておりません。
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企業集団の状況 

当社の企業集団は、当社と連結子会社10社及び関連会社5社で構成され、主たる事業は、証券業務を中心に有価証 

券及びデリバティブ商品の売買及び売買等の委託の媒介、有価証券の引受け及び売出し、有価証券の募集及び売出 

しの取扱い、有価証券の私募の取扱い、有価証券に関する投資顧問業務その他証券関連業務、ベンチャーキャピタ 

ル業務、銀行業務、商品先物業務、Ｍ＆Ａ業務、投資信託委託業務、資産管理運用業務を営んでいる投資及び金融 

サービスの提供を行っております。 

企業集団についての事業系統図は次のとおりであります。 

●：連結子会社 

▲：持分法適用関連会社 

エイチ・エス証券株式会社 

ベンチャーキャピタル業務 

銀行業務 

Ｍ＆Ａ業務 

投資信託業務 

投資信託委託業務 

投資信託委託業務 

商品先物取引業務 

損害保険業の準備 

不動産関連業務 

外国為替取引業務 

証券業務 

投資顧問業務 

交通・旅客関連業務 

●株式会社エイチ・エスインベストメント 他投資事業組合（●２社） 

●ハーン銀行（AGRICULTURAL BANK OF MONGOLIA） 

●日本Ｍ＆Ａマネジメント株式会社 

▲パワーアセットマネジメントリミテッド 

▲株式会社パワーインベストメント 

●２１世紀アセットマネジメント株式会社 

●エイチ・エス損害保険プランニング株式会社 

▲ストラテジックキャピタルパートナーズ株式会社 

●オリエント貿易株式会社 

▲株式会社外為どっとコム 

●オリエント証券株式会社 

●オリエント・アセット・マネジメントＬＬＣ 

▲九州産業交通株式会社
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当第３四半期の連結業績の概況 

[経営成績] 

当社グループの当第３四半期連結会計期間の営業収益は176億72百万円、経常利益は39億17百万円、第３四半期当 

期純利益は25億15百万円となりました。 

事業別のセグメントの業績は次のとおりです。 

① 証券関連事業 
(受入手数料) 
委託手数料は、32億71百万円となりました。 

引受・売出手数料につきましては、2億68百万円となりました。 

募集・売出しの取扱手数料は、2億1百万円となりました。 

その他手数料については、5億70百万円となりました。 

(トレーディング損益) 

株式契約ディーラーによる日計り商い中心に17億51百万円となりました。 

(金融収支) 

当第３四半期までの金融収益は、信用取引貸付金の増加を主要因として8億6百万円、金融費用は3億円となり、金 

融収益から金融費用を差し引いた金融収支は5億5百万円となりました。 

(販売費・一般管理費) 

販売費・一般管理費については、37億38百万円となりました。 

(特別損益) 

当第３四半期までの特別利益は12百万円であります。特別損失は91百万円であります。 

② 銀行関連事業 

ハーン銀行(AGRICULTURAL BANK OF MONGOLIA)につきましては、前期に引き続き農村部を中心とした営業活動に 

加え、都市部でも営業活動を行い、営業収益は25億70百万円、営業利益は3億77百万円となりました。 

③ 商品先物関連事業 

オリエント貿易におきましては、営業収益は80億19百万円、営業損益は1億72百万円の損失となりました。 

④ その他事業 

ベンチャーキャピタル業務（株式会社エイチ・エスインベストメント）およびＭ＆Ａ事業（日本エムアンドエ 

イマネジメント株式会社）におきましては営業収益が4億42百万円、営業利益は2億7百万円となりました。 

その他

持分法による投資損益には、株式会社外為どっとコム分7億15百万円および九州産業交通株式会社分1億33百万 

円が含まれております。
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1. 四半期連結貸借対照表 

18年３月期第３四半期末 

(平成17年12月31日) 

17年３月期第３四半期末 

(平成16年12月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

(平成17年３月31日) 

区分 金額(百万円) 
構成比 

(％) 
金額(百万円) 

構成比 

(％) 
金額(百万円) 

構成比 

(％) 

(資産の部) 

Ⅰ 流動資産 

現金及び預金 21,591 7,386 6,080 

預託金 40,303 24,435 35,345 

顧客分別金信託 40,287 24,429 35,329 

その他の預託金 16 6 16 

トレーディング商品 1,755 1,010 436 

商品有価証券等 1,755 1,010 436 

銀行業務有価証券 1,335 2,649 3,201 

約定見返勘定 700 53 11 

信用取引資産 59,163 29,310 34,590 

信用取引貸付金 57,489 26,668 33,154 

信用取引借証券担保金 1,673 2,642 1,435 

商品業務差入保証金 6,171 ― ― 

商品業務委託者先物取引 

差金 
1,579 ― ― 

銀行業務貸付金 11,417 7,300 7,162 

繰延税金資産 196 ― 184 

その他の流動資産 2,782 651 953 

貸倒引当金 △963 △304 △578 

流動資産合計 146,034 90.3 72,492 97.6 87,387 97.9 

Ⅱ 固定資産 

有形固定資産 

建物及び構築物 1,285 278 303 

器具備品・運搬具 689 398 394 

土地 986 ― ― 

有形固定資産合計 2,961 1.8 676 0.9 698 0.8 

無形固定資産 

ソフトウェア 341 51 90 

連結調整勘定 △415 147 135 

その他の無形固定資産 112 46 43 

無形固定資産合計 38 0.0 245 0.3 270 0.3 

投資その他の資産 

投資有価証券 4,534 253 333 

関係会社株式 5,212 81 111 

長期差入保証金 1,561 284 289 

破産更生債権に準ずる債権 314 642 314 

繰延税金資産 317 ― ― 

その他 977 104 43 

貸倒引当金 △256 △518 △165 

投資その他の資産合計 12,662 7.9 847 1.2 928 1.0 

固定資産合計 15,662 9.7 1,769 2.4 1,896 2.1 

Ⅲ 繰延資産 

創立費 0 ― ― 

新株発行費 1 ― ― 

繰延資産合計 1 ― ― 

資産合計 161,698 100.0 74,262 100.0 89,284 100.0
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18年３月期第３四半期末 

(平成17年12月31日) 

17年３月期第３四半期末 

(平成16年12月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

(平成17年３月31日) 

区分 金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

(負債の部) 

Ⅰ 流動負債 

トレーディング商品 207 613 ― 

商品有価証券等 207 613 ― 

信用取引負債 52,746 18,221 26,702 

信用取引借入金 48,116 13,676 23,389 

信用取引貸証券受入金 4,630 4,544 3,312 

預り金 34,452 20,645 26,394 

顧客からの預り金 32,615 19,725 25,540 

その他の預り金 1,837 919 854 

受入保証金 9,828 6,513 6,917 

発行日取引受入保証金 17 1 1 

信用取引受入保証金 9,474 6,458 6,796 

先物取引受入証拠金 335 54 119 

銀行業務における顧客預金 13,451 9,909 10,678 

銀行業務における政府から 

の預金 
664 568 593 

短期借入金 1,477 771 202 

商品業務預り委託証拠金 8,612 ― ― 

未払法人税等 798 49 103 

賞与引当金 139 39 80 

その他の流動負債 944 603 332 

流動負債合計 123,324 76.2 57,935 78.0 72,003 80.6 

Ⅱ 固定負債 

社債 300 ― ― 

長期借入金 24 ― 22 

退職給付引当金 599 113 116 

繰延税金負債 150 32 32 

長期受入保証金 96 ― 92 

その他の固定負債 79 145 53 

固定負債合計 1,249 0.8 292 0.4 317 0.4 

Ⅲ 特別法上の準備金 

証券取引責任準備金 436 286 311 

商品取引責任準備金 157 ― ― 

特別法上の準備金計 594 0.4 286 0.4 311 0.3 

負債合計 125,167 77.4 58,514 78.8 72,632 81.3 

(少数株主持分) 

少数株主持分 8,448 5.2 428 0.6 434 0.5 

(資本の部) 

Ⅰ 資本金 12,223 7.6 7,498 10.1 7,498 8.4 

Ⅱ 資本剰余金 11,057 6.8 6,333 8.5 6,333 7.1 

Ⅲ 利益剰余金 4,623 2.9 1,468 2.0 2,408 2.7 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 184 0.1 46 0.1 42 0.1 

Ⅴ 為替換算調整勘定 △5 △0.0 △27 △0.1 △64 △0.1 

Ⅵ 自己株式 △0 △0.0 △0 △0.0 △0 △0.0 

資本合計 28,081 17.4 15,319 20.6 16,217 18.2 

負債・少数株主持分及び 

資本合計 
161,698 100.0 74,262 100.0 89,284 100.0
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2. 四半期連結損益計算書 

18年３月期第３四半期 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日 

17年３月期第３四半期 

自 平成16年４月１日 
至 平成16年12月31日 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

区分 金額(百万円) 
百分比 
(％) 

金額(百万円) 
百分比 
(％) 

金額(百万円) 
百分比 
(％) 

Ⅰ 営業収益 

受入手数料 12,108 3,801 5,209 

トレーディング損益 1,751 474 698 

証券業務金融収益 806 618 814 

銀行業務収益 2,570 1,930 2,686 

売上高 435 240 365 

営業収益計 17,672 100.0 7,065 100.0 9,774 100.0 

Ⅱ 証券業務金融費用 300 218 265 

Ⅲ 銀行業務金融費用 1,151 829 1,165 

Ⅳ 売上原価 130 66 70 

純営業収益 16,089 91.0 5,950 84.2 8,271 84.6 

Ⅴ 販売費・一般管理費 

取引関係費 2,067 1,149 1,540 

人件費 7,459 1,617 2,176 

不動産関係費 1,123 214 312 

事務費 599 133 196 

減価償却費 299 116 155 

租税公課 193 61 78 

連結調整勘定償却額 34 39 50 

貸倒引当金繰入 293 202 476 

その他 1,221 122 184 

販売費・一般管理費計 13,292 75.2 3,658 51.8 5,171 52.9 

営業利益 2,796 15.8 2,292 32.4 3,100 31.7 

Ⅵ 営業外収益 

不動産賃貸料 43 49 64 

受取配当金等 41 0 0 

持分法による投資利益 887 0 36 

その他の営業外収益 230 25 72 

営業外収益計 1,202 6.8 74 1.1 173 1.8 

Ⅶ 営業外費用 

不動産賃借料 52 56 68 

支払利息 7 8 8 

持分法による投資損失 ― 2 ― 

株式公開関連費用 ― 90 90 

その他 21 23 32 

営業外費用計 81 0.4 181 2.6 199 2.0 

経常利益 3,917 22.2 2,186 30.9 3,074 31.5 

Ⅷ 特別利益 671 3.8 256 3.6 274 2.8 

Ⅸ 特別損失 140 0.8 112 1.5 145 1.5 

税金等調整前四半期（当期） 
純利益 

4,448 25.2 2,329 33.0 3,204 32.8 

法人税、住民税及び事業税 905 135 220 

法人税等調整額 474 1,379 7.8 ― 135 1.9 △184 36 0.4 

少数株主利益（控除） 553 3.2 88 1.3 122 1.2 

四半期（当期）純利益 2,515 14.2 2,105 29.8 3,045 31.2
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3. 四半期連結剰余金計算書 

18年３月期第３四半期 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日 

17年３月期第３四半期 

自 平成16年４月１日 
至 平成16年12月31日 

前連結会計年度の 
要約連結剰余金計算書 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

区分 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

（資本剰余金の部） 

Ⅰ 資本剰余金期首残高 6,333 959 959 

Ⅱ 資本剰余金増加高 

増資による新株の発行 4,724 4,724 6,333 6,333 6,333 6,333 

Ⅲ 資本剰余金の減少高 

欠損てん補のための 
利益剰余金への振替額 

― ― 959 959 959 959 

Ⅳ 資本剰余金四半期末（期末）残高 11,057 6,333 6,333 

（利益剰余金の部） 

Ⅰ 利益剰余金期首残高 2,408 △1,596 △1,596 

Ⅱ 利益剰余金増加高 

欠損てん補のための 
資本剰余金からの振替額 

― 959 959 

当期純利益 2,515 2,515 2,105 3,065 3,045 4,005 

Ⅲ 利益剰余金減少高 

配当金 300 300 ― ― 

Ⅳ 利益剰余金四半期末（期末）残高 4,623 1,468 2,408
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4. 四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

18年３月期第３四半期 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日 

17年３月期第３四半期 

自 平成16年４月１日 
至 平成16年12月31日 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

区分 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前当期純利益 4,448 2,329 3,204 

減価償却費 296 116 155 

連結調整勘定償却額 △57 39 50 

持分法による投資損益 △826 1 △36 

貸倒引当金の増減額 274 190 462 

退職給付引当金増減額 20 △9 △7 

役員退職慰労引当金増減額 △395 ― ― 

証券取引責任準備金増減額 90 58 82 

受取利息及び受取配当金 △688 △611 △814 

支払利息 234 226 274 

投資有価証券評価損 ― ― 0 

投資有価証券売却益 △332 △248 △266 

固定資産除却損 7 49 56 

その他の預託金の増減 ― △0 △10 

トレーディング商品の増減額 △769 400 360 

預り金の増減額 △120 8,919 14,668 

受入保証金の増減額 1,231 1,309 1,712 

信用取引資産の増減額 △17,174 △4,088 △9,368 

信用取引負債の増減額 18,635 △5,295 3,185 

短期差入保証金の増減額 △3,202 ― ― 

顧客分別金の増減額 △673 △7,570 △18,470 

銀行業務有価証券の増減額 2,053 △1,425 △2,176 

銀行業務貸付金の増減額 △3,555 △2,379 △2,718 

銀行業務顧客預金の増減額 1,847 3,049 4,521 

銀行業務政府預金の増減額 23 107 172 

商品取引責任準備金の増減額 △333 ― ― 

商品取引責任準備預託金の増減額 265 ― ― 

委託者先物取引差金の増減額 2,316 ― ― 

委託者未払金の増減額 △382 ― ― 

委託者未収金の増減額 4,389 ― ― 

その他 △1,688 169 △325 

小計 5,934 △4,660 △5,285 

利息及び配当金の受取額 663 555 783 

利息の支払額 △238 △229 △270 

法人税等の支払額 500 △134 △206 

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,860 △4,469 △4,978 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

有形固定資産の取得による支出 △248 △215 △317 

有形固定資産の売却による収入 51 ― ― 

無形固定資産の取得による支出 △178 △3 △49 

投資有価証券の取得による支出 △1,512 △24 △91 

投資有価証券の売却による収入 442 294 321 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式 
取得による収入 

1,025 ― 5 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式 
取得による支出 

△1,181 ― ― 

関係会社株式取得による支出 △4,596 ― ― 

出資金の拠出による支出 ― △53 ― 

貸付金による支出 △2 ― ― 

貸付金回収による収入 10 ― ― 

定期預金の純増減 150 ― ― 

その他 △6 △3 △18 

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,046 △5 △149
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18年３月期第３四半期 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日 

17年３月期第３四半期 

自 平成16年４月１日 
至 平成16年12月31日 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

区分 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入金の増減額 413 △845 △1,375 

長期借入金の返済による支出 ― △1,100 △1,100 

株式の発行による収入 9,449 10,408 10,408 

少数株主からの払込による収入 ― 152 152 

子会社の増資による収入 424 ― ― 

配当金の支払額 △540 ― ― 

その他 △1 △0 △0 

財務活動によるキャッシュ・フロー 9,744 8,615 8,084 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 180 14 △107 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 10,738 4,155 2,848 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 6,040 3,191 3,191 

Ⅶ 現金及び現金同等物の四半期末(期末)残高 16,778 7,346 6,040
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[第３四半期連結財務諸表について] 

当第３四半期連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令 

第24号)、ならびに同規則第48条・第69条の規定に基づき、「証券会社に関する内閣府令」(平成10年総理府令・大 

蔵省令第32号)および「証券業経理の統一について」(昭和49年11月14日付、日本証券業協会理事会決議)に準じて作 

成しております。また、商品先物取引業固有の主なものについては、社団法人日本商品取引員協会が定めた「商品 

先物取引業統一経理基準」（平成5年3月3日付、社団法人日本商品取引員協会理事会決定）及び「商品先物取引業に 

おける証券取引法に基づく開示の内容について」（平成5年7月14日付、社団法人日本商品取引員協会理事会決定） 

に準じて作成しております。 

[第３四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項] 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社（10社） 

連結子会社の名称 

株式会社エイチ・エスインベストメント 

ハーン銀行（AGRICULTURAL BANK OF MONGOLIA） 

日本エムアンドエイマネジメント株式会社 

２１世紀アセットマネジメント株式会社 

エイチ・エス損害保険プランニング株式会社 

オリエント貿易株式会社 

オリエント証券株式会社 

オリエント・アセット・マネジメントLLC 

HSIPO投資事業有限責任組合 

HIS-HS九州産交投資事業有限責任組合 

エイチ・エス損害保険プランニング株式会社、オリエント貿易株式会社につきましては、株式の取得により、 

当連結会計年度より連結の範囲に含めております。また、オリエント証券株式会社、オリエント・アセット・ 

マネジメントLLCにつきましては、オリエント貿易株式会社の株式取得に伴い連結の範囲に含めました。 

・非連結子会社（1社） 

OFGP Limited 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金 

（持分に見合う額）等は、連結財務諸表に影響を及ぼしていないためであります。 

・他の会社等の議決権の過半数を自己の計算において所有しているにもかかわらず子会社としなかった当該他 

の会社の名称 

株式会社ルートレック・ネットワークス 

（子会社としなかった理由） 

保有が短期間であることが確実であるためです。



11 

２．持分法の適用に関する事項 

持分法を適用した関連会社（5社） 

関連会社の名称 

株式会社パワーインベストメント 

パワーアセットマネジメントリミテッド 

ストラテジックキャピタルパートナーズ株式会社 

株式会社外為どっとコム 

九州産業交通株式会社 

ストラテジックキャピタルパートナーズ株式会社及び九州産業交通株式会社につきましては、株式の取得に 

より、当連結会計年度より持分法適用の範囲に含めております。また、株式会社外為どっとコムにつきまして 

は、オリエント貿易株式会社の株式取得に伴い持分法適用会社に含めました。 

・持分法を適用していない非連結子会社の名称等 

OFGP Limited 

（連結の範囲から除いた理由） 

持分法非適用会社は、それぞれ中間純利益及び利益剰余金に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重 

要性がないため、持分法の適用から除外しております。 

３．連結子会社の第３四半期決算日等に関する事項 

連結子会社のうちハーン銀行（AGRICULTURAL BANK OF MONGOLIA）の第３四半期決算日は、9月30日であります。 

四半期連結財務諸表の作成に当たっては、同四半期決算日現在の財務諸表を使用しております。 

４．会計処理基準に関する事項 

⑴ 重要な資産の評価基準および評価方法 

① トレーディングに関する有価証券等 

商品有価証券等（売買目的有価証券）およびデリバティブ取引については、時価法（売却原価は移動平均 

法により算出）を採用しております。 

② トレーディング関連以外の有価証券等 

イ．満期保有目的の債券 

償却原価法を採用しております。 

ロ．その他有価証券 

時価のある有価証券については、四半期決算日の市場価額に基づく時価法（評価差額については、全 

部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算出）を採用し、時価のない有価証券につい 

ては、移動平均法による原価法を採用しております。なお、投資事業有限責任組合およびそれに類する 

組合への出資（証券取引法第2条第2項により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定 

される四半期決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方 

法によっております。 

また、保管有価証券は商品取引所法施行規則第7条の規定により商品取引所が定めた充用価格によっ 

ており、主な有価証券の充用価格は次のとおりであります。 

利付国庫証券（7％以上） 額面金額の85％ 

利付国庫証券（7％未満） 額面金額の80％ 

社債（上場銘柄） 額面金額の65％
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株券（一部上場銘柄） 時価の70％相当額 

倉荷証券 時価の70％相当額 

⑵ 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定額法を採用しております。なお、オリエント貿易株式会社及びオリエント証券株式会社は定率法を採用し 

ております。ただし、オリエント貿易株式会社及びオリエント証券株式会社は、平成10年4月1日以降取得した建 

物（建物附属設備を除く）については定額法を採用しております。また耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 10年～50年 

器具備品 3年～20年 

② 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。 

⑶ 重要な繰延資産の処理方法 

新株発行費…支払時に全額を費用処理しております。 

創立費………商法の規定に従い償却しております。 

⑷ 引当金及び準備金の計上基準 

① 貸倒引当金 

貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に 

ついては個別に回収可能額を勘案し、回収不能見込額を計上しております。なお、在外子会社(ハーン銀行； 

AGRICULTURAL BANK OF MONGOLIA)は、モンゴル中央銀行の規程に従い、貸付債権について返済期限が経過し 

たものは、合理的基準に基づき引当金計上をしております。 

② 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支払に備えるため、会社所定の計算方法による支給見込額の第３四半期連結会計期 

間に帰属する負担額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、各社の退職金規程に基づく当第３四半期連結会計期間末要支給額を計上 

しております。なお、オリエント貿易株式会社におきましては、従業員の退職給付に備えるため、当第３四 

半期連結会計期間末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当第３四半期連結会計期間末に 

おいて発生していると認められる額を計上しております。数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時に 

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生 

の翌連結会計年度から費用処理しております。 

④ 証券取引責任準備金 

証券事故による損失に備えるため、証券取引法第51条の規定に基づき「証券会社に関する内閣府令」第35 

条の定めるところにより算出した額を計上しております。 

⑤ 商品取引責任準備金 

商品先物取引事故による損失に備えるため、商品取引所法第136条の22の規定に基づき、日本商品先物取引 

協会に預託しているものであります。
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⑸ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

在外子会社等の資産及び負債は、当該子会社の四半期決算日の為替相場により円貨に換算し、換算差額は少 

数株主持分及び資本の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。 

⑹ 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常 

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

⑺ 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

金利スワップについて特例処理の条件を充たしている場合には特例処理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

③ ヘッジ方針 

金利リスクの低減のため対象債務の範囲内でヘッジを行っております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。 

(8) その他四半期連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。なお、仮払消費税等及び仮受消費税等は 

相殺のうえ、流動資産のその他、もしくは流動負債のその他に含めて表示しております。また、固定資産に係 

る控除対象外消費税は投資その他の資産「その他」に計上し、法人税法に規定する期間(５年)で償却しており 

ます。 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定の償却については5年間の均等償却を行っております。 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成し 

ております。 

８．四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし 

か負わない短期投資からなっております。
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注 記 事 項 

[四半期連結貸借対照表関係] 

（当第３四半期末） （前第３四半期末） （前連結会計年度末） 

1.有形固定資産より控除した減価償却累計額 602百万円 529百万円 491百万円 

2.銀行業務その他金融機関への預金の内訳 

モンゴル銀行 1,613百万円 806百万円 437百万円 

その他金融機関 559 325 1,033 

3.銀行業務有価証券の内訳 

モンゴル銀行短期証券 1,288百万円 2,338百万円 3,201百万円 

政府債券 ― 311 ― 

その他の債券 47 ― ― 

4.銀行業務貸付金の内訳 

商工ローン 5,412百万円 3,998百万円 3,881百万円 

個人ローン 6,005 3,302 3,280 

5.銀行業務における顧客預金の内訳 

当座預金 1,919百万円 1,239百万円 1,203百万円 

普通預金 2,623 1,428 1,454 

定期預金 8,636 7,081 7,868 

その他 272 161 152 

[四半期連結損益計算書関係] 

（当第３四半期末） （前第３四半期末） （前連結会計年度末） 

1.証券業務金融収益の内訳 

信用取引受取利息・品貸料 761百万円 603百万円 792百万円 

受取配当金 18 9 11 

受取債券利子 0 0 0 

受取利息 2 1 4 

その他 23 3 5 

2.銀行業務収益の内訳 

貸出金等利息 2163百万円 1,595百万円 2,220百万円 

役務取引等収益 382 314 420 

その他 24 21 46 

3.証券業務金融費用の内訳 

信用取引支払利息・品借料 285百万円 192百万円 238百万円 

支払利息 9 25 26 

その他 5 0 0 

4.特別損益の内訳 

特別利益 

投資有価証券売却益 332百万円 248百万円 266百万円 

商品取引責任準備金戻入 333 ― ― 

持分変動利益 4 8 8 

その他 0 ― ― 

特別損失 

固定資産除却損 8百万円 49百万円 56百万円 

投資有価証券評価損 ― ― 0 

証券取引責任準備金繰入 90 58 82 

事務所移転費用 ― 5 5 

その他 41 ― ―
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平成 18年 3月期 第３四半期業績資料（連結） 

１．受入手数料 

⑴ 科目別内訳 （単位：百万円、％） 

当第３四半期 前第３四半期 前年同期比 前連結会計年度 

委 託 手 数 料 11,068 1,812 610.6 2,568 

（株 券） （ 3,234） （ 1,803） （ 179.4） （ 2,547） 

（債 券） （ 0） （ 0） （ 73.9） （ 0） 

（商 品 先 物） （ 7,796） （ ―） （ ―） （ ―） 

引 受 ・ 売 出 手 数 料 268 1,399 19.21 1,684 

（株 券） （ 266） （ 1,395） （ 19.1） （ 1,680） 

（債 券） （ 2） （ 3） （ 63.1） （ 4） 

募集・売出しの取扱手数料 201 163 122.9 176 

そ の 他 の 受 入 手 数 料 570 426 133.8 779 

合 計 12,108 3,801 318.5 5,209 

⑵ 商品別内訳 （単位：百万円、％） 

当第３四半期 前第３四半期 前年同期比 前連結会計年度 

株 券 3,615 3,370 107.3 4,436 

債 券 4 4 96.7 6 

受 益 証 券 191 93 204.2 106 

商 品 先 物 7,796 ― ― ― 

そ の 他 500 333 150.2 658 

合 計 12,108 3,801 318.5 5,209 

２．トレーディング損益 （単位：百万円、％） 

当第３四半期 前第３四半期 前年同期比 前連結会計年度 

株 券 等 1,505 479 313.9 703 

債 券 等 △7 △4 △164.8 △5 

受 益 証 券 8 0 1255.8 0 

商 品 先 物 246 ― ― ― 

合 計 1,751 474 369.2 698
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（参考資料） 

連結損益計算書の四半期推移 

（単位：百万円） 

前第３四半期 前第４四半期 当第１四半期 当第２四半期 当第３四半期 

自16.10. 1 
至16.12.31 

自17. 1. 1 
至17. 3.31 

自17. 4. 1 
至17. 6.30 

自17. 7. 1 
至17. 9.30 

自17.10. 1 
至17.12.31 

営 業 収 益 2,355 2,708 2,623 8,851 6,196 

受 入 手 数 料 1,220 1,407 941 6,775 4,391 

トレーディング損益 97 223 520 787 443 

証 券 業 務 金 融 収 益 203 195 217 305 283 

銀 行 業 務 収 益 716 756 793 835 941 

売 上 高 118 124 150 148 136 

証 券 業 務 金 融 費 用 67 47 65 142 93 

銀 行 業 務 金 融 費 用 313 335 373 405 372 

売 上 原 価 48 4 47 41 41 

純 営 業 収 益 1,926 2,320 2,137 8,262 5,688 

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 1,175 1,513 1,155 7,335 4,802 

取 引 関 係 費 339 390 247 1,079 740 

人 件 費 580 558 570 4,334 2,554 

不 動 産 関 係 費 98 97 101 651 370 

事 務 費 40 62 57 317 225 

減 価 償 却 費 38 39 37 157 103 

租 税 公 課 31 17 25 74 94 

貸 倒 引 当 金 繰 入 39 273 47 89 155 

そ の 他 8 73 66 631 558 

営 業 利 益 751 807 982 927 886 

営 業 外 収 益 17 99 47 612 542 

営 業 外 費 用 125 18 25 31 24 

経 常 利 益 643 888 1,004 1,509 1,404 

特 別 利 益 44 17 12 203 455 

特 別 損 失 19 32 5 97 38 

税金等調整前四半期純利益 668 874 1,011 1,615 1,821 

法人税、住民税及び事業税 43 85 67 288 549 

法 人 税 等 調 整 額 ― △184 ― 357 116 

少数株主利益（控除） 40 33 37 216 300 

四 半 期 純 利 益 584 939 906 753 855
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平成１８年３月期 第３四半期業績の概況（個別） 
平成18年1月30日 

上場会社名 エイチ・エス証券株式会社 上場取引所 大阪証券取引所（ヘラクレス市場） 

コード番号 ８６９９ 本社所在都道府県 東京都 

（URL http://www.hs-sec.co.jp ） 

代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏名 澤田 秀雄 

問合せ先責任者 役職名 執行役員財務部長 氏名 矢板 賢 TEL (03)4560－0200 

1. 四半期業績の概況の作成等に係る事項 

① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 無 
② 最近事業年度からの会計処理の方法の変更の有無 無 

2. 平成18年３月期第３四半期の業績の概況（平成17年４月１日～平成17年12月31日） 

(1) 経営成績の進捗状況 (注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

営 業 収 益 純 営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

18年3月期第3四半期 5,828 18.6 5,584 18.9 2,548 32.5 2,580 40.6 

17年3月期第3四半期 4,916 ― 4,697 ― 1,923 ― 1,835 ― 

（参考）１７年３月期 6,742 6,477 2,554 2,507 

四半期（当期）純利益 １ 株 当 た り 
四半期（当期）純利益 

潜 在 株 式 調 整 後 
１ 株 当 た り 四 半 期 
（ 当 期 ） 純 利 益 

株 主 資 本 四 半 期 
（ 当 期 ） 純 利 益 率 

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ 

18年3月期第3四半期 1,738 △11.4 45 98 45 92 8.1 

17年3月期第3四半期 1,961 ― 61 41 ― ― 21.9 

（参考）１７年３月期 2,799 84 13 83 70 29.8 
(注)①期中平均株式数 当第３四半期 37,816,113株 前年第３四半期 31,943,136株 17年３月期 33,276,708株 

②営業収益、純営業収益、営業利益、経常利益及び四半期（当期）純利益におけるパーセント表示は対前年四半期増減率であ 

ります。 

(2) 財政状態の変動状況 

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 
１ 株 当 た り 
株 主 資 本 

自 己 資 本 
規 制 比 率 

百万円 百万円 ％ 円 銭 ％ 

18年3月期第3四半期 111,607 27,050 24.2 660 55 536.9 

17年3月期第3四半期 62,529 15,158 24.2 405 82 1,042.2 

（参考）１７年３月期 76,958 15,995 20.8 428 23 938.6 

(注)①期末発行済株式数 当第３四半期 40,951,325株 前年第３四半期 37,351,520株 17年３月期 37,351,450株 

②期末自己株式数 当第３四半期 2,175株 前年第３四半期 1,980株 17年３月期 2,050株 

③17年３月期の自己資本規制比率は、配当金による社外流出額を差引いて算出しております。 

3. 平成18年３月期の業績予想（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 
当社の業績は、市場環境の変動の影響を大きく受ける状況にあり、業績予想を合理的に行うことが困難であ 

ることから、開示は行っておりません。
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四半期貸借対照表 

18年３月期第３四半期末 

(平成17年12月31日) 

17年３月期第３四半期末 

(平成16年12月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日) 

区分 金額(百万円) 構成比 
(％) 金額(百万円) 構成比 

(％) 金額(百万円) 構成比 
(％) 

(資産の部) 

Ⅰ 流動資産 

現金及び預金 7,119 5,489 3,773 

預託金 37,732 24,435 35,345 

トレーディング商品 1,354 1,010 436 

商品有価証券等 1,354 1,010 436 

約定見返勘定 700 53 11 

信用取引資産 47,044 29,310 34,590 

信用取引貸付金 45,567 26,668 33,154 

信用取引借証券担保金 1,477 2,642 1,435 

立替金 553 224 370 

繰延税金資産 95 ― 184 

その他の流動資産 405 338 432 

貸倒引当金 △440 △117 △340 

流動資産合計 94,566 84.7 60,744 97.1 74,805 97.2 

Ⅱ 固定資産 

有形固定資産 142 142 150 

無形固定資産 191 98 134 

投資その他の資産 16,707 1,544 1,867 

投資有価証券 1,157 244 299 

関係会社株式 11,811 109 204 

その他の関係会社有価証 
券 

― ― 200 

破産更生債権に準ずる債権 314 642 314 

その他の投資等 3,598 1,065 1,013 

貸倒引当金 △175 △517 △164 

固定資産合計 17,040 15.3 1,784 2.3 2,152 2.8 

資産合計 111,607 100.0 62,529 100.0 76,958 100.0
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18年３月期第３四半期末 

(平成17年12月31日) 

17年３月期第３四半期末 

(平成16年12月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日) 

区分 金額(百万円) 構成比 
(％) 金額(百万円) 構成比 

(％) 金額(百万円) 構成比 
(％) 

(負債の部) 

Ⅰ 流動負債 

トレーディング商品 207 613 ― 

商品有価証券等 207 613 ― 

約定見返勘定 ― ― ― 

信用取引負債 40,563 18,221 26,702 

信用取引借入金 36,130 13,676 23,389 

信用取引貸証券受入金 4,433 4,544 3,312 

預り金 33,154 20,640 26,391 

受入保証金 8,395 6,513 6,917 

短期借入金 490 590 ― 

賞与引当金 46 39 80 

その他の流動負債 885 178 269 

流動負債合計 83,743 75.0 46,795 74.8 60,360 78.4 

Ⅱ 固定負債 

退職給付引当金 122 113 116 

繰延税金負債 143 29 28 

その他の固定負債 150 145 146 

固定負債合計 416 0.4 289 0.5 291 0.4 

Ⅲ 特別法上の準備金 

証券取引責任準備金 397 286 311 

特別法上の準備金計 397 0.4 286 0.5 311 0.4 

負債合計 84,556 75.8 47,371 75.8 60,963 79.2 

(資本の部) 

Ⅰ 資本金 12,223 10.9 7,498 12.0 7,498 9.7 

Ⅱ 資本剰余金 

資本準備金 11,057 6,333 6,333 

資本剰余金合計 11,057 9.9 6,333 10.1 6,333 8.2 

Ⅲ 利益剰余金 

当期未処分利益 3,561 1,284 2,122 

利益剰余金合計 3,561 3.2 1,284 2.1 2,122 2.8 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 208 0.2 42 0.1 41 0.1 

Ⅴ 自己株式 △0 △0.0 △0 △0.0 △0 △0.0 

資本合計 27,050 24.2 15,158 24.2 15,995 20.8 

負債・資本合計 111,607 100.0 62,529 100.0 76,958 100.0
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四半期損益計算書 

18年３月期第３四半期 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年12月31日 

17年３月期第３四半期 

自 平成16年４月１日 
至 平成16年12月31日 

前事業年度の 
要約損益計算書 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

区分 金額(百万円) 百分比 
(％) 金額(百万円) 百分比 

(％) 金額(百万円) 百分比 
(％) 

Ⅰ 営業収益 

受入手数料 3,606 61.9 3,822 77.8 5,230 77.6 

委託手数料 2,580 1,812 2,568 

引受・売出手数料 268 1,399 1,684 

募集・売出しの取扱手数料 199 163 176 

その他 557 447 800 

トレーディング損益 1,504 25.8 474 9.6 698 10.4 

金融収益 717 12.3 618 12.6 814 12.1 

営業収益計 5,828 100.0 4,916 100.0 6,742 100.0 

Ⅱ 金融費用 244 4.2 218 4.4 265 3.9 

純営業収益 5,584 95.8 4,697 95.6 6,477 96.1 

Ⅲ 販売費・一般管理費 3,036 52.1 2,774 56.5 3,922 58.2 

取引関係費 710 1,028 1,364 

人件費 1,478 1,219 1,631 

不動産関係費 198 149 221 

事務費 258 96 144 

減価償却費 58 65 85 

租税公課 118 57 72 

貸倒引当金繰入 111 87 292 

その他 102 70 110 

営業利益 2,548 43.7 1,923 39.1 2,554 37.9 

Ⅳ 営業外収益 100 1.7 79 1.6 140 2.1 

関係会社貸付金利息 10 ― 6 

受取配当金 16 ― ― 

不動産賃貸料 52 54 71 

その他 20 25 62 

Ⅴ 営業外費用 68 1.2 166 3.4 186 2.8 

不動産賃借料 52 56 68 

株式公開関連費用 ― 90 90 

その他 15 19 28 

経常利益 2,580 44.3 1,835 37.3 2,507 37.2 

Ⅵ 特別利益 12 0.2 238 4.9 256 3.8 

Ⅶ 特別損失 86 1.5 106 2.2 139 2.1 

税引前四半期（当期）純利益 2,506 43.0 1,967 40.0 2,625 38.9 

法人税、住民税及び事業税 678 11.6 5 0.1 10 0.1 

法人税等調整額 89 ― ― △184 △2.7 

四半期（当期）純利益 1,738 29.8 1,961 39.9 2,799 41.5 

前期繰越利益又は 
前期繰越損失（△） 1,823 △677 △677 

四半期（当期）未処分利益 3,561 1,284 2,122
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[第３四半期財務諸表について] 

当第３四半期財務諸表は、「中間財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号)、 

ならびに同規則第38条・第57条の規定に基づき、「証券会社に関する内閣府令」(平成10年総理府令・大蔵省令第32 

号)および「証券業経理の統一について」(昭和49年11月14日付 日本証券業協会理事会決議)に準じて作成しており 

ます。 

[第３四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項] 

１．資産の評価基準および評価方法 

⑴ 有価証券の評価基準および評価方法 

③ トレーディングに関する有価証券等 

商品有価証券等（売買目的有価証券）およびデリバティブ取引については、時価法（売却原価は移動平均 

法により算出）を採用しております。 

④ トレーディング関連以外の有価証券等 

イ．子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法によっております。 

ロ．その他有価証券（投資有価証券等） 

時価のある有価証券については、四半期決算日の市場価額に基づく時価法（評価差額については、全部 

資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算出）を採用し、時価のない有価証券については、 

移動平均法による原価法を採用しております。なお、投資事業有限責任組合およびそれに類する組合への 

出資（証券取引法第2条第2項により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算 

報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

⑴ 有形固定資産 

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物  10年～15年 

器具備品  3年～20年 

⑵ 無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、ソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいて 

おります。 

３．繰延資産の処理方法 

新株発行費…支払時に全額を費用処理しております。 

４．引当金及び準備金の計上基準 

⑴ 貸倒引当金 

貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に 

ついては個別に回収可能額を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
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⑵ 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支払に備えるため、会社所定の計算方法による支給見込額の当会計期間に帰属する 

負担額を計上しております。 

⑶ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当社の退職金規程に基づく当会計期間末要支給額を計上しております。 

⑷ 証券取引責任準備金 

証券事故による損失に備えるため、証券取引法第51条および「証券会社に関する内閣府令」第35条に定め 

るところにより算出した額を計上しております。 

５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通 

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

６．ヘッジ会計の方法 

⑴ ヘッジ会計の方法 

金利スワップについて特例処理の条件を充たしている場合には特例処理を採用しております。 

⑵ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

⑶ ヘッジ方針 

金利リスクの低減のため対象債務の範囲内でヘッジを行っております。 

⑷ ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。 

７．その他四半期財務諸表（財務諸表）作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。また、固定資産に係る控除対象外消費 

税は投資その他の資産の「その他の投資等」に計上し、法人税法に規定する期間（５年）で償却しており 

ます。
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注 記 事 項 

[四半期貸借対照表関係] 

（当第３四半期） （前第３四半期） （前事業年度） 

有形固定資産より控除した減価償却累計額 150百万円 150百万円 124百万円 

[四半期損益計算書関係] 

特別損益の内訳 （当第３四半期） （前第３四半期） （前事業年度） 

特別利益 

投資有価証券売却益 12百万円 238百万円 256百万円 

特別損失 

固定資産除却損 ―百万円 48百万円 56百万円 

証券取引責任準備金繰入れ 86 58 82 

投資有価証券評価損 ― ― 0



24 

平成 18年 3月期 第３四半期業績資料（個別） 

３．受入手数料 

⑴ 科目別内訳 （単位：百万円、％） 

当第３四半期 前第３四半期 前年同期比 前事業年度 

委 託 手 数 料 2,580 1,812 142.4 2,568 

（株 券） （ 2,545） （ 1,803） （ 141.1） （ 2,547） 

（債 券） （ 0） （ 0） （ 73.9） （ 0） 

引 受 ・ 売 出 手 数 料 268 1,399 19.2 1,684 

（株 券） （ 266） （ 1,395） （ 19.1） （ 1,680） 

（債 券） （ 2） （ 3） （ 63.1） （ 4） 

募集・売出しの取扱手数料 199 163 122.0 176 

そ の 他 の 受 入 手 数 料 557 447 124.7 800 

合 計 3,606 3,822 94.4 5,230 

⑵ 商品別内訳 （単位：百万円、％） 

当第３四半期 前第３四半期 前年同期比 前事業年度 

株 券 2,914 3,370 86.5 4,436 

債 券 4 4 96.7 6 

受 益 証 券 187 93 200.4 106 

そ の 他 500 354 141.2 679 

合 計 3,606 3,822 94.4 5,230 

４．トレーディング損益 （単位：百万円、％） 

当第３四半期 前第３四半期 前年同期比 前事業年度 

株 券 等 1,499 479 312.7 703 

債 券 等 △3 △4 71.1 △5 

受 益 証 券 8 △0 1,155.8 0 

合 計 1,504 474 317.1 698 

５．株券売買高（先物取引を除く） （単位：百万株・百万円、％） 

当第３四半期 前第３四半期 前年同期比 前事業年度 

株 数 金 額 株 数 金 額 株 数 金 額 株 数 金 額 

合 計 4,318 3,490,671 2,904 2,405,983 148.7 145.1 4,124 3,349,526 

（ 自 己 ） （ 1,530）（1,883,514） （ 887）（1,157,178）（ 172.6） （ 162.8） （ 1,285）（1,641,564） 

（ 委 託 ） （ 2,788）（1,607,156） （ 2,017）（1,248,804）（ 138.2） （ 128.7） （ 2,838）（1,707,962） 

委 託 比 率 64.6 46.0 69.5 51.9 68.8 50.9 

東 証 シ ェ ア 0.98 0.87 1.02 0.94 1.03 0.96
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４．引受・募集・売出しの取扱高 （単位：百万株・百万円、％） 

当第３四半期 前第３四半期 前年同期比 前事業年度 

（ 株 数 ） 1 1 173.3 1 
株 券 

（ 金 額 ） 4,981 18,115 3.4 23,971 

債 券 （ 額 面 金 額 ） 837 1,300 60.1 1,719 

引
受

高
 

コマーシャルペーパー 

及 び 外 国 証 書 等 （ 額 面 金 額 ） ― ― ― ― 

（ 株 数 ） 1 1 144.4 1 
株 券 

（ 金 額 ） 6,905 22,896 3.6 29,353 

債 券 （ 額 面 金 額 ） 1,263 1,723 70.3 2,310 

受 益 証 券 （ 額 面 金 額 ） 6,450 3,469 125.0 3,989 

募
集

・
売

出
し

の
取

扱
高
 

コマーシャルペーパー 
及 び 外 国 証 書 等 （ 額 面 金 額 ） ― ― ― ― 

（注）募集・売出しの取扱高は、売出高および私募の取扱高を含んでおります。 

５．自己資本規制比率 （単位：百万円） 

当第３四半期末 前第３四半期末 前事業年度末 

基 本 的 項 目 (A) 26,841 15,115 15,654 

そ の 他 有 価 証 券 
評価差額金（評価益）等 208 42 41 

証 券取 引責 任準 備金 等 397 286 311 

補 完 的 項 目 一 般 貸 倒 引 当 金 172 45 121 

短 期 劣 後 債 務 ― ― ― 

計 (B) 778 375 474 

控 除 資 産 (C) 16,735 1,927 2,108 

固定化されていない自己資本 (A)+(B)－(C) (D) 10,884 13,563 14,020 

市 場 リ ス ク 相 当 額 197 99 109 

取 引 先 リ ス ク 相 当 額 1,010 610 741 
リスク相当額 

基 礎 的 リ ス ク 相 当 額 819 591 643 

計 (E) 2,027 1,301 1,493 

自己資本規制比率 (D)/(E)×100 536.9％ 1,042.2％ 938.6％ 

（注）当第３四半期末および前第３四半期末、前事業年度末の自己資本規制比率は、決算数値をもとに算出したものであります。
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（参考資料） 

損益計算書の四半期推移 

（単位：百万円） 

前第３半期 前第４四半期 当第１四半期 当第２四半期 当第３四半期 

自16.10. 1 
至16.12.31 

自17. 1. 1 
至17. 3.31 

自17. 4. 1 
至17. 6.30 

自17. 7. 1 
至17. 9.30 

自17.10. 1 
至17.12.31 

営 業 収 益 1,541 1,826 1,679 1,914 2,233 

受 入 手 数 料 1,241 1,407 941 1,198 1,466 

トレーディング損益 97 223 520 468 514 

金 融 収 益 203 195 217 247 252 

金 融 費 用 67 47 65 105 73 

純 営 業 収 益 1,474 1,779 1,614 1,809 2,160 

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 859 1,148 782 1,012 1,241 

取 引 関 係 費 295 335 194 235 280 

人 件 費 414 412 399 494 583 

不 動 産 関 係 費 58 72 64 64 68 

事 務 費 27 47 40 118 99 

減 価 償 却 費 20 20 17 18 21 

租 税 公 課 30 14 23 19 75 

貸 倒 引 当 金 繰 入 △10 205 15 13 82 

そ の 他 23 39 26 48 28 

営 業 利 益 614 631 832 796 919 

営 業 外 収 益 32 61 40 29 30 

営 業 外 費 用 120 20 21 24 22 

経 常 利 益 527 672 850 802 926 

特 別 利 益 28 17 12 ― ― 

特 別 損 失 19 32 5 46 35 

税 引 前 四 半 期 純 利 益 537 658 858 756 891 

法人税、住民税及び事業税 1 4 2 186 488 

法 人 税 等 調 整 額 ― △184 ― 114 △25 

四 半 期 純 利 益 535 838 855 454 428


